
Ⅱ 調 査 結 果 の 概 要

第Ⅰ部 市町村教育委員会

１ 教育委員会
(1) 類型別の教育委員会数
平成２３年５月１日現在の市町村教育委員会（特別区，教育事務組合，共同設置

及び広域連合の教育委員会を含む｡）数は１，８３１教育委員会で，前回（平成２１年
度）と比べて６３教育委員会減少している。

第１表 類型別市町村教育委員会数の推移

(2) 人口規模別の教育委員会数
市町村教育委員会数を人口規模別にみると,「１万５千人以上３万人未満」が３００

教育委員会で最も多く，次いで，「５万人以上１０万人未満」の２７２教育委員会，「３万
人以上５万人未満」の２５２教育委員会の順となっている。

第２表 人口規模別市町村教育委員会数の推移

区　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） （増減）
％ ％ 

総 数 3,365 2,524 1,932 1,894 (100.0) 1,831 (100.0) △ 63

市 677 740 782 783 (41.3) 786 (42.9) 3

特 別 区 23 23 23 23 (1.2) 23 (1.3) －

町 1,934 1,293 825 798 (42.1) 750 (41.0) △ 48

村 547 332 195 191 (10.1) 183 (10.0) △ 8

全 部 教 育 事 務 組 合 1 － － － (－) － (－) －
一 部 教 育 事 務 組 合 175 132 106 96 (5.1) 86 (4.7) △ 10

共 同 設 置 教 育 委 員 会 7 4 1 1 (0.1) 1 (0.1) －

広 域 連 合 教 育 委 員 会 1 － － 2 (0.1) 2 (0.1) －

（注）１ 各年度の５月１日現在。（以下の各表において同じ）

　　　２ 単位未満を四捨五入しているため，計の内訳の合計とは一致しない場合がある。（以下の各表において同じ）

区　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） （増減）
％ ％ 

総 数 3,181 2,388 1,825 1,795 (100.0) 1,742 (100.0) △53 

50 万 人 以 上 29 31 33 33 (1.8) 33 (1.9) － 

30万人以上50万人未満 46 47 49 51 (2.8) 50 (2.9) △1 

10万人以上30万人未満 170 179 200 200 (11.1) 206 (11.8) 6 

５万人以上10万人未満 224 258 281 271 (15.1) 272 (15.6) 1 

３万人以上５万人未満 269 276 260 268 (14.9) 252 (14.5) △16 

1.5万人以上３万人未満 495 413 327 320 (17.8) 300 (17.2) △20 

８千人以上1.5万人未満 697 466 276 261 (14.5) 241 (13.8) △20 

５千人以上８千人未満 541 324 172 160 (8.9) 158 (9.1) △2 

５ 千 人 未 満 710 394 227 231 (12.9) 230 (13.2) △1 

（注）各年とも全部教育事務組合，一部教育事務組合，共同設置教育委員会及び広域連合教育委員会は人口規模別
     に含まれていない。

(3) 委員数別の教育委員会数
教育委員会を組織する教育委員の数は，「５人制」が１,６６０教育委員会で，次いで

「６人制」は１１５教育委員会，「３人制」が２７教育委員会の順となっている。

第３表 委員数別・町村及び組合等の教育委員会数の推移

２ 教 育 委 員（教 育 長 を 除 く。）
(1) 教育委員の年齢構成等

市町村教育委員会の教育委員数は７，２７５人で，前回と比べて２２０人減少している。
年齢別にみると，「６５歳以上」が最も多く，２，３４３人（総数に占める割合３２．２％）

となっており，次いで「５０～５９歳」の２，０７９人（同２８．６％），「６０～６４歳」の１，５８７
人（同２１．８％）の順となっている。

女性の教育委員数は２，５４０人（同３４．９％）であり，また，保護者の教育委員は
２，１７３人（同２９．９％）となっており，それぞれ前回より増加している。

また，平均年齢は５９．３歳であり，前回より０．１歳低下している。

第４表 年齢別教育委員数の推移（市町村教育委員会）

区　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比）（増減）
人 人 人 人 ％ 人 ％ 

総 数 13,175 9,880 7,538 7,495 (100.0) 7,275 (100.0) △ 220

４ ０ 歳 未 満 57 46 33 91 (1.2) 81 (1.1) △ 10

４ ０ ～ ４ ９ 歳 1,148 902 686 1,221 (16.3) 1,185 (16.3) △ 36

５ ０ ～ ５ ９ 歳 3,487 2,680 2,182 2,118 (28.3) 2,079 (28.6) △ 39

６ ０ ～ ６ ４ 歳 2,630 2,082 1,614 1,513 (20.2) 1,587 (21.8) 74

６ ５ 歳 以 上 5,853 4,170 3,023 2,552 (34.0) 2,343 (32.2) △ 209

[ うち７０歳以上 2,493 1,777 1,230 1,019 (13.6) 898 (12.3) △ 121

（ 再 掲 ） -
総 数 の う ち 女 性 3,250 2,677 2,263 2,485 (33.2) 2,540 (34.9) 55

総数のうち保護者 1,813 1,428 1,108 2,066 (27.6) 2,173 (29.9) 107

平 均 年 齢 61.9歳 61.7歳 61.4歳 59.4歳 59.3歳 △ 0.1

平 均 在 職 期 間 5.4年 5.5年 5.1年 4.5年 4.6年 0.1

（注）教育長である教育委員を除く。（第５表，第６表も同様）

区 　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 23年度 (増減)

総 数 3,365 2,524 1,932 1,894 1,831 △63 

７人制以上 … … … 5 8 3 

６ 人 制 12 13 13 104 115 11 

５ 人 制 3,289 2,466 1,873 1,738 1,660 △78 
４ 人 制 … … … 12 21 9 
３ 人 制 64 45 46 35 27 △8 

総 数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

７人制以上 … … … 0.3 0.4

６ 人 制 0.4 0.5 0.7 5.5 6.3
５ 人 制 97.7 97.7 96.9 91.8 90.7
４ 人 制 … … … 0.6 1.1
３ 人 制 1.9 1.8 2.4 1.8 1.5

（注）平成19年度以前の「３人制」には,旧政令による４人制の教育委員会を含む。

構成比（％）

教育委員会数



(2) 教育委員の職業構成等
教育委員の職業構成をみると，「無職」が最も多く，２，５６７人（総数に占める割合

３５．３％）となっている。
また，教職経験を有する教育委員は２，０６１人（同２８．３％）で，総数に占める割合

をみると近年ゆるやかな減少傾向にある。

第５表 職業別教育委員数の推移（市町村教育委員会）

(3) 教育委員の報酬
教育委員の報酬支給方法のうち月額制，年額制を報酬金額段階別でみると，月額

制では「４万円以上６万円未満」が最も多く，３３４教育委員会（総数に占める割合２９．
１％）で，年額制では「１８万円以上２２万円未満」が最も多く，１２０教育委員会（総数
に占める割合２１．４％）となっている。

第６表 教育委員への報酬金額段階別市町村教育委員会数の推移

区　　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） (増減）
％ ％ 

月 額 制　　　総　数 1,777 1,474 1,206 1,182 (100.0) 1,147 (100.0) △35 

　　10,000円未満 32 17 14 13 (1.1) 11 (1.0) △2 
　　10,000～13,999円 73 45 24 23 (1.9) 19 (1.7) △4 
　　14,000～17,999円 137 88 52 53 (4.5) 51 (4.4) △2 
　　18,000～24,999円 299 206 143 133 (11.3) 125 (10.9) △8 
　　25,000～39,999円 515 427 321 313 (26.5) 304 (26.5) △9 
　　40,000～59,999円 400 372 335 333 (28.2) 334 (29.1) 1 
　　60,000～99,999円 188 189 187 186 (15.7) 180 (15.7) △6 
　 100,000円以上 133 130 130 128 (10.8) 123 (10.7) △5 

年 額 制　　　総　数 1,396 910 611 599 (100.0) 562 (100.0) △37 

　 60,000円未満 87 57 37 31 (5.2) 28 (5.0) △3 
　 60,000～ 99,999円 89 48 33 30 (5.0) 28 (5.0) △2 
　100,000～139,999円 188 111 63 60 (10.0) 50 (8.9) △10 
　140,000～179,999円 313 208 123 125 (20.9) 114 (20.3) △11 
　180,000～219,999円 308 180 125 121 (20.2) 120 (21.4) △1 
　220,000～259,999円 229 152 105 102 (17.0) 95 (16.9) △7 
　260,000～299,999円 85 69 45 45 (7.5) 43 (7.7) △2 
  300,000円以上 97 85 80 85 (14.2) 84 (14.9) △1 

区　　　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） (増減)
人 人 人 人 ％ 人 ％ 

総 数 13,175 9,880 7,538 7,495 (100.0) 7,275 (100.0) △220 

専門的･技術的職業従事者 2,494 2,019 1,671 1,780 (23.7) 1,719 (23.6) △61 

管 理 的 職 業 従 事 者 2,458 1,843 1,421 1,434 (19.1) 1,375 (18.9) △59 

農 林 漁 業 従 事 者 2,187 1,366 836 726 (9.7) 702 (9.6) △24 

生産工程従事者，輸送・機械
運転，建設・採掘，運搬・清
掃・包装等従事者

246 175 115 111 (1.5) 68 (0.9) △43 

事 務 従 事 者 305 226 179 292 (3.9) 341 (4.7) 49 

販 売 ・ サ ー ビ ス ・
保 安 職 業 従 事 者

844 590 405 460 (6.1) 503 (6.9) 43 

無 職 4,641 3,661 2,911 2,692 (35.9) 2,567 (35.3) △125 

（ 再 掲 ） 教 職 経 験 有 4,157 3,098 2,361 2,111 (28.2) 2,061 (28.3) △50 

（注）職業の区分については，総務省「日本標準職業分類」（平成21年12月改訂）による。

３ 教 育 長
(1) 教育長の年齢構成
市町村教育委員会の教育長数は１，７２０人で，前回と比べて３５人減少している。
年齢別にみると，「６０～６４歳」が最も多く，８０７人（総数に占める割合４６．９％）と

なっている。
女性の教育長数は６０人（同３.５％）であり，前回より増加している。また，保護者の

教育長数は５４人（同３．１％）であり，前回より減少している。
また，平均年齢は６３．４歳であり，前回より０．３歳上昇している。

第７表 年齢別教育長数の推移（市町村教育委員会）

(2) 教育長の直前歴
教育長の直前歴をみると，｢教職員｣が６６０人（総数に占める割合３８．４％）で最も

多く，次いで「地方公務員」３９７人（同２３．１％）の順となっている。
また，教職経験を有する教育長は１，２００人（同６９．８％)，教育行政経験を有する

教育長は１，３５３人(同７８．７％)，一般行政経験を有する教育長は５５４人(同３２．２
％）となっている。

第８表 直前歴別教育長数の推移（市町村教育委員会）

15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） (増減)
人 人 人 人 ％ 人 ％ 

総 数 3,135 2,354 1,785 1,755 (100.0) 1,720 (100.0) △ 35 
４ ０ 歳 未 満 2 － 1 1 (0.1) － (－) △ 1 
４ ０ ～ ４ ９ 歳 18 15 7 5 (0.3) 4 (0.2) △ 1 
５ ０ ～ ５ ９ 歳 643 489 403 374 (21.3) 290 (16.9) △ 84 
６ ０ ～ ６ ４ 歳 1,047 820 695 726 (41.4) 807 (46.9) 81 
６ ５ 歳 以 上 1,425 1,030 679 649 (37.0) 619 (36.0) △ 30 
（ 再 掲 ） -
総 数 の う ち 女 性 62 60 43 51 (2.9) 60 (3.5) 9 
総 数の うち保 護者 127 104 59 55 (3.1) 54 (3.1) △ 1 
平 均 年 齢 63.6歳 63.7歳 63.2歳 63.1歳 63.4歳 0.3 

（注）一部教育事務組合教育委員会及び広域連合教育委員会の教育長のうち，構成市町村の教育長が兼ねている
　　ものを除く。（第８表も同様）

区　　　分

15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） (増減)

人 人 人 人 ％ 人 ％ 

3,135 2,354 1,785 1,755 (100.0) 1,720 (100.0) △35 

29 49 46 46 (2.6) 55 (3.2) 9 
1,226 911 692 684 (39.0) 660 (38.4) △24 

547 444 343 339 (19.3) 335 (19.5) △4 
738 510 396 396 (22.6) 397 (23.1) 1 
22 18 12 11 (0.6) 8 (0.5) △3 
573 422 296 279 (15.9) 265 (15.4) △14 

教 職 経 験 有 2,091 1,608 1,220 1,205 (68.7) 1,200 (69.8) △5 
教育行政経験有 2,288 1,753 1,392 1,367 (77.9) 1,353 (78.7) △14 

一般行政経験有 1,019 737 567 566 (32.3) 554 (32.2) △12 

（注）１　「教育長」とは，他の教育委員会の教育長をいう。
　　　２　「地方公務員」とは，「教育長」，「教職員」及び「教育委員会関係職員」以外の一般職の地方公務員をいう。

（再掲）

総 数

教 育 長
教 職 員
教 育 委 員 会 関 係 職 員

区　　　分

地 方 公 務 員
国 家 公 務 員
そ の 他



(3) 教育長の在職期間
在職期間別の教育長数をみると，「２年以上４年未満」が５４１人（総数に占める割

合３１．５％）で最も多く，次いで「１年以上２年未満」３０８人（同１７．９％），「４年以上６
年未満」２９１人（同１６．９％）の順となっている。また，平均在職期間は３．６年となっ
ている。

第９表 在職期間別教育長数の推移（市町村教育委員会）

(4) 教育長の給与
教育長の平均給与月額（５月分）は５８２，０３５円となっている。
給与月額段階別にみると，「５０万円以上６０万円未満」が８４５人（総数に占める割

合４９．１％）で最も多く，次いで「６０万円以上７０万円未満」４６３人（同２６．９％），「４
０万円以上５０万円未満」２１７人（同１２．６％）の順となっている。

第１０表 給与月額段階別教育長数の推移（市町村教育委員会）

区　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） (増減）

人　 人　 人　 人　 ％ 人　 ％ 
総　　　　　　数 3,135  2,354  1,785  1,755  (100.0) 1,720  (100.0) △35 

１年未満 378  474  289  375  (21.4) 234  (13.6) △141 

１年以上２年未満 423  310  291  256  (14.6) 308  (17.9) 52 

２年以上４年未満 1,040  540  569  513  (29.2) 541  (31.5) 28 

４年以上６年未満 501  495  253  305  (17.4) 291  (16.9) △14 

６年以上８年未満 481  252  231  151  (8.6) 215  (12.5) 64 

８年以上 312  283  152  155  (8.8) 131  (7.6) △24 

平 均 在 職 期 間 4.0年 3.9年 3.6年 3.5年 3.6年 0.1年 

区　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） (増減）

人 人 人 人 ％ 人 ％

総　　　　　　　　数 3,135 2,354 1,785 1,755 (100.0) 1,720 (100.0) △35 

30万円未満 18 5 10 8 (0.5) 7 (0.4) △1 

30万円以上40万円未満 20 13 19 19 (1.1) 12 (0.7) △7 

40万円以上50万円未満 147 189 191 220 (12.5) 217 (12.6) △3 

50万円以上60万円未満 1,965 1,353 885 873 (49.7) 845 (49.1) △28 

60万円以上70万円未満 724 568 465 444 (25.3) 463 (26.9) 19 

70万円以上 261 226 215 191 (10.9) 176 (10.2) △15 

平均給与（円） 582,905 591,845 584,255 580,352 582,035 1,683 
対前回伸び率 △1.0％ 1.5％ △1.3％ △0.7％ 0.3％

（注）給与には管理職手当を含む。　　

４ 事務局本務職員
(1) 職種別の本務職員数
事務局本務職員総数(教育長を除く。)は５４，２８０人で，前回より１４６人減少してい

る。
職種別にみると，「事務職員」が４２，２４６人（総数に占める割合７７．８％）で最も多

く，「指導主事」４，５７９人（同８．４％），「技術職員」２，７５９人（同５．１％）の順となっ
ている。

また，平成１５年度以降の推移をみると，総数は減少傾向となっている。個別にみる
と，「指導主事」は増加傾向にあるが,「社会教育主事」は減少傾向となっている。

第１１表 職種別事務局本務職員数の推移（市町村教育委員会）

次に，職員数別の教育委員会数をみると，「２１～５０人」が５１４教育委員会（総数
に占める割合２８．１％）で最も多く,次いで「１１～２０人」４４２教育委員会（同２４．１
％），「５１人以上」３０１教育委員会（同１６．４％）の順となっている。職員数１０人以下
の教育委員会数は，５７４教育委員会（同３１．３％）となっている。

第１２表 職員数別市町村教育委員会数の推移

15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） (増減)
人 人 人 人 ％ 人 ％ 人

総 数 60,912 58,409 55,803 54,426 (100.0) 54,280 (100.0) △146 

増　　　　減 △584 △2,503 △2,606 △1,377 △146

対前回伸び率 △0.8％ △4.1％ △4.5％ △2.5％ △0.3％

指 導 主 事 3,538 3,795 4,177 4,428 (8.1) 4,579 (8.4) 151 
充 て 指 導 主 事 1,162 1,138 1,168 1,189 (2.2) 1,417 (2.6) 228 
社 会 教 育 主 事 2,762 2,124 1,696 1,504 (2.8) 1,366 (2.5) △138 
派遣社会教育主事 1,159 735 424 248 (0.5) 154 (0.3) △94 
社 会 教 育 主 事 補 175 102 61 40 (0.1) 47 (0.1) 7 
事 務 職 員 47,708 46,050 44,048 42,873 (78.8) 42,246 (77.8) △627 
技 術 職 員 2,580 2,741 2,655 2,597 (4.8) 2,759 (5.1) 162 
労 務 職 員 1,828 1,724 1,574 1,547 (2.8) 1,712 (3.2) 165 

（注）「派遣社会教育主事」については，派遣された市町村教育委員会段階の延べ人数である。
　　このため，都道府県教育委員会段階の実人数で把握した第２１表とその数値が異なる。　

区　　　分

区　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比）(増減)
％ ％ 

総　　　　　　数　 3,365 2,524 1,932 1,894 (100.0) 1,831 (100.0) △63 

Ａ　本務職員を置く
　　教育委員会

3,321 2,490 1,904 1,870 (98.7) 1,810 (98.9) △60 

 　51人以上 229 270 292 292 (15.4) 301 (16.4) 9 
 　21　～　50人 531 525 527 507 (26.8) 514 (28.1) 7 
 　11　～　20人 868 661 491 485 (25.6) 442 (24.1) △43 
 　７　～　10人 862 555 303 297 (15.7) 289 (15.8) △8 
 　４　～　６人 612 329 175 177 (9.3) 156 (8.5) △21 
 　２　～　３人 156 105 81 81 (4.3) 79 (4.3) △2 
　 １人 63 45 35 31 (1.6) 29 (1.6) △2 

Ｂ　本務職員を置か
　　ない教育委員会

44 34 28 24 (1.3) 21 (1.1) △3 

（注）職員数については，教育長を除く事務局に勤務する本務職員（指導主事，充て指導主事，社会教育主事，
　派遣社会教育主事，社会教育主事補，事務職員，技術職員，労務職員）の計である。　　　　　　　　　



(2) 指導主事等の配置状況
指導主事（充て指導主事を含む。以下同じ。）及び社会教育主事（派遣社会教育

主事を含む。以下同じ。）の配置状況を市町村の人口規模別（一部教育事務組合等
を除く。）にみると，指導主事の配置率は６４．１％で，人口の多い市町村の教育委員
会ほど高くなっており，配置教委当たりの平均人数は７．８人となっている。また，社会
教育主事の配置率は４９．３％，配置教委当たりの平均人数は２．２人となっている。

第１３表 人口規模別指導主事・充て指導主事，社会教育主事・派遣社
会教育主事の配置状況（市町村教育委員会・本務者）

配置率
配置教委当たり
平　均　人　数 配置率

配置教委当たり
平　均　人　数

％ 人 ％ 人

計 1,742 64.1 7.8 49.3 2.2

50 万 人 以 上 ・ ・ ・ ・ ・ 33 100.0 40.1 66.7 4.5
30 万 人 以 上 50 万 人 未 満 50 100.0 17.0 58.0 2.2
10 万 人 以 上 30 万 人 未 満 206 100.0 8.3 55.3 2.4
５ 万 人 以 上 10 万 人 未 満 272 89.3 4.2 50.0 1.9
３ 万 人 以 上 ５ 万 人 未 満 252 83.3 2.7 52.4 1.6
1.5 万 人 以 上 ３ 万 人 未 満 300 60.0 1.6 44.7 1.6
８ 千 人 以 上 1.5 万 人 未 満 241 43.2 1.2 46.9 1.5
５ 千 人 以 上 ８ 千 人 未 満 158 35.4 1.1 46.8 1.4
５ 千 人 未 満 ・ ・ ・ 230 15.2 1.0 45.2 1.2

全 部 教 育 事 務 組 合 － － － － －
一 部 教 育 事 務 組 合 86 9.3 2.6 5.8 1.2
共 同 設 置 教 育 委 員 会 1 100.0 2.0 － －
広 域 連 合 教 育 委 員 会 2 50.0 2.0 50.0 1.0

（　再　掲　）
総 数 1,831 61.6 5.3 47.2 1.8
（参考）平成２１年度総数 1,894 57.6 5.1 50.8 1.8

教育委
員会数

区　　　　分

指導主事・充て指導主
事を置く教育委員会○

社会教育主事・派遣社会教
育主事を置く教育委員会○

第Ⅱ部 都道府県教育委員会

１ 教 育 委 員（教 育 長 を 除 く。）
(1) 教育委員の年齢構成等
都道府県教育委員会の教育委員を年齢構成でみると，「５０～５９歳」が７０人（総数

に占める割合３０．２％）で最も多く，次いで，「６５歳以上」６７人（同２８．９％），「６０～
６４歳」６２人（同２６．７％）の順となっている。

女性の教育委員は８０人（同３４．５％）であり，また，保護者の教育委員は６２人（同
２６．７％）となっており，ともに前回より増加している。

また，平均年齢は５９．５歳であり，前回より０．５歳上昇している。

第１４表 年齢別教育委員数の推移（都道府県教育委員会）

(2) 教育委員の職業構成等
教育委員の職業構成をみると，「管理的職業従事者」が１０４人(総数に占める割合

４４．８％），次いで「専門的・技術的職業従事者」が９５人(同４０．９％）となっている。
また，教職経験を有する委員については５２人（同２２．４％）となっており，前回より

増加している。
第１５表 職業別教育委員数の推移（都道府県教育委員会）

区　　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） (増減)
人 人 人 人 ％ 人 ％ 人

総 数 232 233 232 234 (100.0) 232 (100.0) △2 
専 門 的 ･ 技 術 的 職 業 従 事 者 96 96 99 103 (44.0) 95 (40.9) △8 
管 理 的 職 業 従 事 者 92 100 99 99 (42.3) 104 (44.8) 5 
農 林 漁 業 従 事 者 4 1 1 1 (0.4) 1 (0.4) － 

生産工程従事者，輸送・機械運転，
建設・採掘，運搬・清掃・包装等従事
者

－ － － － (－) － (－) － 

事 務 従 事 者 2 1 － 1 (0.4) 2 (0.9) 1 
販売・サービス・保安職業従事者 － 1 － － (－) 2 (0.9) 2 
無 職 38 34 33 30 (12.8) 28 (12.1) △2 

（ 再 掲 ） 教 職 経 験 有 49 49 46 46 (19.7) 52 (22.4) 6 

（注）職業の区分については，総務省「日本標準職業分類」（平成21年12月改訂）による。

15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比）(増減)
人 人 人 人 ％ 人 ％ 

総 数 232 233 232 234 (100.0) 232 (100.0) △2 

４ ０ 歳 未 満 1 1 2 2 (0.9) 2 (0.9) － 

４ ０ ～ ４ ９ 歳 23 22 21 36 (15.4) 31 (13.4) △5 

５ ０ ～ ５ ９ 歳 57 77 68 66 (28.2) 70 (30.2) 4 

６ ０ ～ ６ ４ 歳 54 55 58 59 (25.2) 62 (26.7) 3 

６ ５ 歳 以 上 97 78 83 71 (30.3) 67 (28.9) △4 

[ う ち ７ ０ 歳 以 上 54 30 31 20 (8.5) 22 (9.5) 2] 

（ 再 掲 ） -
総 数 の う ち 女 性 75 73 75 79 (33.8) 80 (34.5) 1 

総 数 のう ち 保 護者 34 38 43 62 (26.5) 62 (26.7) － 

平 均 年 齢 61.9歳 60.7歳 60.9歳 59.0歳 59.5歳 0.5 

平 均 在 職 期 間 3.9年 3.4年 3.8年 3.3年 3.9年 0.6 

（注）　教育長である教育委員を除く。（第１５表も同様）

区　　　分



(3) 教育委員の報酬
都道府県教育委員の報酬支給方法のうち月額制を報酬金額段階別でみると，「１４

万円以上１８万円未満」が最も多く，１７教育委員会（総数に占める割合５０．０％）とな
っている。

報酬支給方法について，従来は全ての県が月額制であったが，今年度は日額制
を選択している県が８県，その他が５県となった。

第１６表 教育委員への報酬金額段階別の都道府県教育委員会数の推移

２ 教 育 長
(1) 教育長の年齢構成等
都道府県教育委員会の教育長の年齢構成をみると，「６０歳以上」の教育長が２８

人（総数に占める割合５９．６％）で最も多く，次いで，「５０～５９歳」１９人（同４０．４％）
の順となっている。

女性の教育長は２人（同４．３％）であり，また，教育長への保護者の登用状況は１
人（同２．１％）となっている。

また，平均年齢は６０．５歳であり，前回より０．４歳上昇している。

第１７表 年齢別別教育長数の推移（都道府県教育委員会）

15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比）
人 人 人 人 ％ 人 ％ 

総 数 47 46 46 47 (100.0) 47 (100.0)

５ ０ 歳 未 満 2 1 － － (－) － (－)

５ ０ ～ ５ ９ 歳 21 23 21 18 (38.3) 19 (40.4)

６ ０ 歳 以 上 24 22 25 29 (61.7) 28 (59.6)

（ 再 掲 ） -
総数のうち女性 － － 1 1 (2.1) 2 (4.3)
総数のうち保護者 3 4 3 3 (6.4) 1 (2.1)

平 均 年 齢 58.7歳 58.9歳 60.0歳 60.1歳 60.5歳

区　　　分

区　　　　分 17年度 19年度 （構成比） （構成比） (増減)
％ ％ 

月 額 制　　　総　数 47 47 47 (100.0) 34 (35) (100.0) △13 

　　140,000～179,999円 6 13 18 (38.3) 17 (3) (50.0) △1 
　　180,000～219,999円 29 23 19 (40.4) 9 (13) (26.5) △10 
　　220,000～259,999円 4 3 3 (6.4) 3 (10) (8.8) － 
　　260,000～299,999円 1 3 3 (6.4) 3 (4) (8.8) － 
　  300,000円以上 7 5 4 (8.5) 2 (5) (5.9) △2 

(注)　平成23年度の（ ）内は教育委員長の報酬金額段階別の都道府県教育委員会数である。

23年度21年度

(2) 教育長の直前歴
都道府県教育委員会の教育長の直前歴をみると，直前歴が「地方公務員」の教育

長が２５人（総数に占める割合５３．２％）と最も多くなっている。
また，教職経験を有する教育長は１６人（同３４．０％），教育行政経験を有する教育

長は３６人(同７６．６％)，一般行政経験を有する教育長は２９人(同６１．７％）となって
おり，それぞれ増加している。

第１８表 直前歴別教育長数の推移（都道府県教育委員会）

(3) 教育長の在職期間
都道府県教育委員会の教育長の在職期間をみると，在職期間「２年以上４年未

満」の教育長が２１人(総数に占める割合４４．７％)で最も多くなっている。
また，平均在職期間は２．１年となっている。

第１９表 在職期間別教育長数の推移（都道府県教育委員会）

区　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比）
人 人 人 人 ％ 人 ％ 

総 数 47 46 46 47 (100.0) 47 (100.0)

１年未満 9 12 10 8 (17.0) 12 (25.5)
１年以上２年未満 12 13 14 21 (44.7) 9 (19.1)
２年以上４年未満 22 12 16 13 (27.7) 21 (44.7)
４年以上６年未満 3 6 4 3 (6.4) 3 (6.4)
６年以上 1 3 2 2 (4.3) 2 (4.3)

平 均 在 職 期 間 2.0年 2.2年 2.1年 1.9年 2.1年

15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比）
人 人 人 人 ％ 人 ％ 

47 46 46 47 (100.0) 47 (100.0)

－ － － － (－) － (－)

5 4 5 5 (10.6) 6 (12.8)

14 13 13 9 (19.1) 8 (17.0)

25 25 24 26 (55.3) 25 (53.2)

2 1 － 2 (4.3) 2 (4.3)

1 3 4 5 (10.6) 6 (12.8)

教 職 経 験 有 13 12 15 15 (31.9) 16 (34.0)

教育 行 政経 験 有 32 35 33 34 (72.3) 36 (76.6)

一般 行 政経 験 有 31 30 27 28 (59.6) 29 (61.7)

（注）１　「教育長」とは，他の教育委員会の教育長をいう。

　　　２　「地方公務員」とは，「教育長」，「教職員」及び「教育委員会関係職員」以外の一般職の地方公務
　　　　員をいう。　　　　

区　　　　分

（

再
掲
）

総 数

教 育 長
教 職 員
教育委 員会 関係職 員
地 方 公 務 員
国 家 公 務 員
そ の 他



(4) 教育長の給与
都道府県教育委員会の教育長の全国平均給与月額(５月分)をみると，７６８，８２２

円で前回と比べて１，６９７円増加し，対前回伸び率は０．２％となっている。

第２０表 教育長の給与の推移（都道府県教育委員会）

３ 事務局本務職員
都道府県教育委員会の事務局本務職員数を職種別にみると，本務職員総数（教

育長を除く。）は１５，５６１人で前回と比べて２１９人減少している。内訳をみると,「事務
職員｣が最も多く，９，６６７人（総数に占める割合６２．１％）となっている。

平成１５年度以降の推移をみると，総数は減少傾向となっている。個別にみると，
「指導主事」は増加傾向にあるが，「社会教育主事」は減少傾向となっている。

第２１表 職種別事務局本務職員数の推移（都道府県教育委員会）

区　　　　分 15年度 17年度 19年度 21年度 23年度 （増減）
円 円 円 円 円

平　均　給　与 827,800 807,087 793,843 767,125 768,822 1,697
対前回伸び率 △0.5％ △2.5％ △1.6％ △3.4％ 0.2％

（注）給与には管理職手当を含む。　

（内　訳）

本 庁 教育事務所

人 人 人 人 ％ 人 ％ 人 人 人

総 数 18,035 17,440 16,483 15,780 (100.0) 15,561 (100.0) 11,366 4,195 △219 
対前回伸び率 △1.8％ △3.3％ △5.5％ △4.3％ △1.4％

指 導 主 事 1,191 1,364 1,414 1,519 (9.6) 1,575 (10.1) 1,237 338 56 
充 て 指 導 主 事 3,443 3,264 3,063 2,888 (18.3) 2,918 (18.8) 1,550 1,368 30 
社 会 教 育 主 事 832 700 627 588 (3.7) 583 (3.7) 295 288 △5 
派遣社会教育主事 971 675 398 216 (1.4) 149 (1.0) 58 91 △67 
社会教育主事補 56 45 31 30 (0.2) 24 (0.2) 17 7 △6 
事 務 職 員 10,638 10,527 10,222 9,847 (62.4) 9,667 (62.1) 7,632 2,035 △180 
技 術 職 員 781 767 656 637 (4.0) 600 (3.9) 545 55 △37 
労 務 職 員 123 98 72 55 (0.3) 45 (0.3) 32 13 △10 

（注）「派遣社会教育主事」については，都道府県教育委員会段階で把握した実人数である。このため，派遣さ
　　れた市町村教育委員会段階の延べ人数で把握した第１１表とその数値が異なる。　

21年度 （構成比） (増減）23年度 （構成比）15年度 19年度17年度区　　　分


